
航空機の脱炭素化に向けた新技術ロードマップ

このロードマップは、日本企業が持つ優れた環境新技術（航空機の電動化、水素航空機、軽量化など）の技術開発動向を踏まえ、その社会実装及び日本のプレゼ
ンス向上に向け、官民が戦略的に国際標準化等に取り組んでいくべき国内連携体制の構築及び制度整備等についてまとめたものである。
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係る知識・経験
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国
内
協
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団
体
の
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動

標準化活動や認証、製造メーカープロ
ジェクトの参画経験の蓄積・共有

国際標準化団体への参加、欧米等の組織との交流・連携等を通じた
知見の獲得・蓄積・共有

欧米等の専門家や他産業
等からの知見共有

国交省を含めた産官学が連携して国
際標準化団体へ参画

国
内
協
議
団
体
の
設
立

環境新技術の技術開発から技術実証・機体搭載へ 商用運航の開始・運航機への搭載の拡大へ
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標準化活動を推進するための支援

航空当局間（欧米等）の連携、認証活動のサポート

標準化活動を推進するための継続的支援

2024 2025 ～2030年 ～2040年 ～2050年
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機動的に自走できる団体（産官学が連携した日本代表）として参画

環
境
整
備

技
術
開
発

開発用試験設備
の整備

実験機の整備

技術開発

地上・飛行試験

日本企業が持つ優れた環境新技術の開発（電動化、水素航空機向け技術開発、軽量化・効率化）

技術実証試験（地上試験、飛行試験）の実施

今後の航空機産業戦略を踏まえた実験機の整備を検討し、対応

プロジェクトへの支援を検討し対応技術実証支援
（ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

人材育成 国際標準化活動の戦略・方針を踏まえた認証に係る人材育成の検討・促進

他産業の団体等との連携構築

分野毎の国際標準化活動に係る戦略・
方針の検討

標準化検討に必要なデータの国内企業同士での共有
（必要な部分のクローズ化の仕組みの整備に応じて順次対応）

国際標準案、安全基準案の検討・

打ち込み ※提案の検討、打ち込みのタイミン
グは分野毎のロードマップ参照

官民協議会の方針に沿った活動

企業への参画働きかけ・裾野拡大

拡大・強化

国際標準化団体、国際的な議論の場にて継続的に検討し打ち込み

日
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ス
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上

※環境整備：戦略的な技術開発、
国際標準化、認証取得を進めて
いくためのもの

（※）

他分野の
事例調査、
情報収集等

次世代航空機の実証機開発 飛行実証

航空機の脱炭素化に向けた
世界的な取り組み見込み

整備の優先付けに係る検討 装備品を実際の飛行環境下で試験を行うための実験機 等

団体の機能、
体制を検討

設立準備、
企業への参
画働きかけ

今後の航空機産業戦略を踏まえた開発用試験設備の整備を検討し、対応

整備の優先付けに
係る検討

優先度に応じた試験設備の整備
• 電動化：新たな環境（高電圧かつ高々度等）や新たな電動化領域への対応 等
• 水素：試験需要拡大や新たな環境（極低温かつ長時間等）への対応 等
• 軽量化・効率化：大型試験等への対応 等

※既存の機材の活用も含む



電動化分野のロードマップ

2023 2024 2025 ～2030 ～2040 ～2050
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標準化動向調査

標準化活動の戦略・方針の検討

標準化団体への参画・連携構築

国際標準化団体への提案内容の検討・準備

提案内容の標準化活動（提案～標準発行）

環
境
整
備

連携体制構築

試験・実証設備の整備（電動化分野）

技
術
開
発

設計・コンセプト検討

コンポーネント開発

認証に向けたデータ取得

実証試験

優先度に応じた試験・実証設備の整備

官
民
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を
母
体
と
す
る

国
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団
体
の
設
置

プログラムローンチ▼ ▼
商用運航開始見込み
▼ ▼

調査結果等を基に提案内容を検討・準備

モニタ体制の確立

材料・機能評価試験

システム・統合地上・飛行実証

仕様設定、構造検討

要素技術開発、設計、試作

根拠データ等の構築・提案

国内外の技術開発や標準化議論の動向を調査

注力すべき標準化団体の各コミッティ等へ順次参画

▽ SAE A-5
▼ SAE E-40
▼ SAE AE-9
▼ SAE AE-10
▼ SAE AE-11
▼ SAE G-32
▼ RTCA DO-160

参画中

▼
▼▼ ▼▼ ▽

▼
2024年以降

▼▼ ▼ ▼▼

連携体制の構築

国際標準案の
戦略的な打ち込み

注力すべき標準化議論の場や打ち込みの方針等を検討

国
内
協
議
団
体
の
設
立
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水素分野のロードマップ

2023 2024 2025 ～2030 ～2040 ～2050

戦
略
的
な
国
際
標
準
等
の
策
定

標準化動向調査

標準化活動の戦略・方針の検討

国際標準化団体への参画・連携構築

国際標準化団体への提案内容の検討・準備

提案内容の標準化活動（提案～標準発行）

環
境
整
備

自動車・宇宙業界との連携構築

環境影響評価に係る検討

試験・実証設備の整備（水素分野）

技
術
開
発

設計・コンセプト検討

コンポーネント開発

認証に向けたデータ取得

実証試験

優先度に応じた試験・実証設備の整備

プログラムローンチ
▼ ▼商用運航開始見込み

▼ ▼

コミッティ活動への貢献

自動車・宇宙業界との関係構築・情報交換等

材料・機能評価試験

システム・統合地上・
飛行実証

仕様設定、構造検討

要素技術開発、設計、試作

ターゲットコミッティの選定・打ち込みの方針の検討
※情報収集のためにもターゲット以外のコミッティへも参画を図る

提案から標準発行

体制構築

動向把握、国際的な議論に向けた
戦略的な技術情報の提供

標準化団体
との連携構築

ターゲット以外のコミッティ活動への貢献

国内外の技術開発や標準化議論の動向を調査

官
民
協
議
会
を
母
体
と
す
る

国
内
協
議
団
体
の
設
置

標準化団体へ国内で連携して参画

提案内容及び根拠 （データ等）の取得・提出

国
内
協
議
団
体
の
設
立

▲コミッティへの参画 ※参加すべきコミッティがわかり次第速やかに
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軽量化効率化分野のロードマップ

2023 2024 2025 ～2030 ～2040 ～2050

戦
略
的
な
国
際
標
準
等
の
策
定

標準化動向調査

標準化活動の戦略・方針の検討

標準化団体への参画・連携構築

国際標準化団体への提案内容の検討・準備

提案内容の標準化活動（提案～標準発行）

環
境
整
備

海外民間認証機関の調査
国内民間認証機関の検討

試験・実証設備の整備（軽量化・効率化分野）

技
術
開
発

設計・コンセプト検討

コンポーネント開発

認証に向けたデータ取得

実証試験

優先度に応じた試験・実証設備の整備

官
民
協
議
会
を
母
体
と
す
る

国
内
協
議
団
体
の
設
置

プログラムローンチ▼ ▼
商用運航開始見込み
▼ ▼

連携して参画し打ち込みに向けた環境を構築

国際標準案の戦略的な打ち
込み、メーカーへの技術提案

海外民間認証機関の調査

▲CMH-17への参画

▲TSOの策定議論への参画

国内民間認証機関の
設置に向けた議論

材料・機能評価試験

システム・統合地上・飛行実証

仕様設定、構造検討

要素技術開発、設計、試作

提案及びその根拠（データ等）の構築

国内外の技術開発や標準化議論の動向を調査

動向注視

国
内
協
議
団
体
の
設
立

注力すべき標準化議論の場や打ち込みの方針等を検討
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